
国や教育委員会、学校等の教育活動や、教育施策の一層の改善を図るため、大学等の研究機関の
専門的な知見を活用し、高度な分析・検証に関する調査研究を実施

平成２３年度概算要求額２１，００１千円（平成２２年度

 

２３，３６５千円）

○専門的知見を活用した分析手法の開発及び、その分析手法を用いた分析

 

など
（研究手法の例）
①最新の統計分析手法等を用いた高度な分析
②教育委員会、教員等への質問紙調査やヒアリング調査と組み合わせた分析
③児童生徒や学校への追跡調査や各学校等への実態調査（フィールドワーク）を組み合わせた分析
④各種統計調査その他データと、全国学力・学習状況調査の結果を結合したデータを用いた分析

 

等

（研究課題の例）
①経年比較に資する調査手法の研究開発
②地方独自の調査と全国学力・学習状況調査を組み合わせた調査システムの構築
③低学力層が著しく減少した学校の指導方法、学校の体制、その他の特性に関する分析

 
④地域の特性に応じた効果的な指導方法等に関する分析

 
⑤教育条件の整備状況と学力との関係に関する分析

 

等

学力調査を活用した専門的な課題分析に関する調査研究

国の政策課題に関して、
全国学力・学習状況調査の

分析を行うことが必要不可欠

国として調査結果の徹底的な

 
分析・検証を行い、教育施策等の

 
一層の改善につなげることが重要

統計学、社会学、心理学などの外部専門家の知見を活用して、高度な分析・検証を実施
（実施機関は、自らの持つ研究者ネットワークを最大限活用し、分析チームを編成）
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